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概要： 群馬大学では平成 21 年 4 月よりマイクロソフト社と包括ライセンス契約を締
結するなど，ソフトウェアライセンスの適正管理に取り組んでいる．本稿では，これらの
取り組みの経緯ならびに本事業を進める上での課題に関し報告する．
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1 はじめに
平成 19年度より，マイクロソフト社のアカデミッ
クライセンスプログラムに「包括ライセンス契約」
が加わった．マイクロソフト社の製品は研究，業務
における実質上のスタンダードである．これらの製
品が不正コピーのリスク無しで大学として自由に
利用できるという包括ライセンス契約は非常に魅力
的であり，多くの大学で検討がなされているであろ
う．しかしながら，本学の場合，実際に契約を締結
するまでには多くの克服しなければならない課題が
あった．本稿では，本学におけるソフトウェアライ
センス適正管理への取り組みの一環として，マイク
ロソフト包括ライセンス契約締結までの学内合意，
契約開始と運用それぞれのフェーズにおいてどのよ
うな課題に取り組んだのか報告する．包括ライセン
ス契約そのものの内容については先行している他大
学の事例 [1]などを参照されたい．
2 モチベーション
大学では自治と学問の自由の気風の名のもと，何
事においても厳格な管理や責任の所在を明らかに
するのが難しい．残念ながらソフトウェアのライセ
ンスに関する意識はおしなべて低いと言わざるを得
ない．
一方，論文など研究成果の盗作は研究者のコミュ
ニティではタブーである．ソフトウェアは論文と同
様，立派な知的創造物である．従って，我々大学人
はソフトウェアのライセンス管理に最もセンシティ
ブにならなければならないはずである．この認識は
ソフトウェアライセンス適正管理の取り組みを推進
する上での原動力となった．
3 課題 0:検討開始
我々は平成 21 年 3 月の情報基盤システムの更新
に向け検討を進めていた．平成 20 年 1 月にある
SIer から，全学的な契約を行うと，更新対象シス
テムのソフトウェア費用が不要になるとの提案を受
けた．
この提案に対し， OpenOce.org への移行も選
択肢の一つであるという意見もあったが，全学的に
移行するのは包括契約よりもはるかに敷居が高いこ
とが分かってきた．加えて，様々な事例を調査した
結果 [2, 3]，やはりマイクロソフト社の製品を全く
使わないということは不可能であるという結論に達
し，包括契約締結に向けた検討をすることとなった．
4 課題 1:意思決定体制の整備
本学では平成 17 年 4 月より附属図書館と総合情
報処理センターを統合した形で，総合情報メディア
センター (以下メディアセンター) が発足した．メ
ディアセンターはこれまでの役割を引き継ぐことに
加え，学内の情報化を一元的に進めるのがミッショ
ンである．本稿の著者は全員メディアセンターと，
メディアセンターの業務をサポートする研究推進部
総合情報メディアセンター課に所属している．
メディアセンターは学内の一部局であるため，全
学的な情報化を推進するには限界があった．そこで
平成 19 年 12 月に，従前の「情報化推進委員会」
を廃止し，研究担当理事 (CIO 兼務) 直属の「情報
化推進室」がに組織され情報化の推進にかかる全学
的な意思決定と企画立案ならびに遂行をすること
となった．我々は情報化推進室の決定により，新情
報セキュリティポリシーの策定， SINET ノードの
桐生地区から荒牧地区への移設， 学外公開サーバ
申請制によるアクセス制御の実現，Gmail1 による
生涯メールアドレスの配布など数々の事業を行って
きた．
5 課題 2:全学的な合意形成と周知
本学では，包括ライセンス契約の締結に至るまで
ほぼ 1 年を要している (本学は平均的規模の国立大
学法人である) ．契約は競争入札となるため，その
手続きに必要な 3ヶ月ていどを見越し，大学として
の意思決定を 10 月ないし 11 月に行わなければ新
年度からの契約は行えないため注意が必要である．
以下時系列に従い述べることとする．
5.1 情報化推進室での承認
平成 20 年 4 月 11 日 平成 20年度第 1回情報化
推進室会議において，本学のソフトウェアラ
イセンス管理の現状を踏まえ，全学的ソフト
ウェア契約の提案を行った．情報基盤システ
ムの仕様書 (案) 説明会が 5 月に行われるた
め，包括契約をシステム更新と同期させるた
めには，4 月中に意思決定ができることが望
ましかったが，継続審議となった．本件には
多額の経費が必要となるため，すぐには意思
決定ができないというもどかしさを感じたが，
情報基盤システムの仕様書は包括契約の締結
を前提としたものとした．
平成 20 年 6 月 12 日 第 2 回情報化推進室会議
において，マイクロソフト社製品の全学的契
約のメリット，及びその具体案として包括ラ
イセンス契約 (利用人数の把握が必要) とス
クールアグリーメント (PC の台数管理が必
要)の 2つを提案した．加えて，ソフトウェア
の不正コピー事件の損害賠償の実例を報告し
た．審議の結果，よりメリットの多い包括ラ
イセンス契約を行う方向で了承された． (経
費については，各部局に応分の負担を求める
ことで，大学運営会議で各部局長の合意を得
ることとなった) ．
1http://m.gunma-u.ac.jp/
図 1: 大学運営会議提出資料
5.2 大学運営会議での審議
平成 20 年 6 月 26 日 第 3 回大学運営会議にお
いて，包括ライセンス契約が大学としての著
作権保護及び大学全体の費用負担の軽減を図
ることになるとの説明を行った (図 1) ．そこ
で，どの程度の需要があるのか現状把握を行
うため，教職員に対するアンケート調査を行
うことになった．
5.3 全学的なアンケート調査の実施
平成 20 年 9 月 9 日 第 3 回情報化推進室会議に
おいて，ソフトウェアの全学的契約に関する
アンケートの原案説明を行い，本案のとおり
実施することで承認された．なお， 9 月の大
学運営会議で協力依頼を行うこととし， 10
月の大学運営会議で全学的契約の承認を得る
ことになった．
平成 20 年 9 月 18 日 第 5 回大学運営会議にお
いて，包括ライセンス契約締結に向け教職
員・学生の意見を反映するために実施する，
ソフトウェア全学的契約に関するアンケート
図 2: オンラインアンケート Web ページ
調査の協力依頼を行った．アンケートは紙と
Web (Moodleのフィードバックモジュールを
利用) を併用して行い，高い回答率を目指し
た (図 2)．
平成 20 年 10 月 16 日 第 6 回大学運営会議にお
いて，ソフトウェア全学的契約に関するアン
ケート調査結果を報告した (図 3) ． 専任教
員の 3分の 1が回答し， 7割ていどの賛成が
得られたことや契約した場合のコストメリッ
トが高いことを説明した．契約締結の方向で
経費負担の方法等が検討されたが結論には至
らず，継続審議となった．
5.4 大学運営会議での承認
大学運営会議に先立ち，各部局の教授会で本事業
の趣旨を説明することとした．問題となるのは学生
図 3: アンケート結果のまとめ
分の経費負担であり，学生の多い部局は配分される
経費の削減を意味するため各部局の意思決定が難し
くなっているという．
平成 20 年 11 月 20 日 第 7 回大学運営会議にお
いて， マイクロソフト包括ライセンスの全
学的契約実現に向けて，その経費負担方法に
ついて再度検討を行い，平成 21 年度につい
ては，教員分は教育研究基盤経費，職員分は
事務局の運営経費，及び学生分は全学経費か
ら負担することで承認された．なお，平成 22
年度以降については，教員分と職員分の負担
方法は変わらないものの，学生分の捻出方法
については，今後さらに検討していくことと
なった2．
5.5 ティザーキャンペーン
大学運営会議での承認を受け，宣伝ポスター (図 4)
の製作と学内への掲示を行った．また，この時期入
学が決定する推薦入学生へに包括契約に関する説明
とPCを購入する場合には入学後にオフィスソフト
が利用できる旨を記した通知文を送付した．
2つまり，一番クリティカルな問題を先送りしていることに
なる
図 4: 宣伝ポスター
6 課題 3:ソフトウェア配布システ
ムの構築と運用
本学では九州大学とシステム使用契約を締結し，
同様のスキーム [1]でソフトウェア配布システムを
構築した．本システムの利用にあたり本学の全学認
証アカウントを利用する．
本システムは平成 21 年 4 月 20 日から稼動し，
順調に利用されている (図 5) ．基本は全てオンラ
インインストールであるが，ライセンスキーの管理
を徹底するため，本システムでは Windows XP な
ど一部製品の ISO イメージは配布できない．この
場合にはメディアセンター各分室に PC を持ち込
んでいただき，メディアでのインストールをお願い
している．
7 まとめと今後の課題
本稿では，群馬大学においてマイクロソフト包括
ライセンス契約を締結するまでの学内の体制整備，
全学的合意形成，ソフトウェア配布システムの構築
と運用などに代表される課題について報告した．5.4
で述べた，来年度以降の学生分の経費負担をどのよ
うに捻出するかという，解決しなければならない大
図 5: 累計ダウンロード数
きな問題があることを除けば，本事業は全学的に歓
迎されている．本事業を足がかりに，ソフトウェア
ライセンスの適正管理に関する取り組みをさらに進
めて行きたい．
謝辞
ソフトウェア配布システムのご恵与をいただきま
した九州大学ソフトウェア事業室の皆様に厚く御礼
申し上げます．
参考文献
[1] 入江 啓一，藤村 直美，渡部 善隆，富山 実，三浦 誠，
上田 将嗣，高木 早智子，仲田 奈理子，酒井 健禎，
「コンピュータソフトウェアのキャンパスライセンス
化による経費削減効果について」平成 20 年度情報教
育研究集会論文集， pp. 583{586 ， 2008
[2] 会津若松市，「オープンオフィスにしませんか」，
http://www.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp/ja/
shisei/torikumi /ooo/shimin.htm ， 2009
[3] アシスト，「 OpenOce.org 導入事例」 ，
http://www.ashisuto.co.jp/solution/oss/
case/1183814 3072.html , 2007
